
◆通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通所介護共通

◆通所介護

根拠
○介護保険最新情報　Vol.454平成 27 年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.1）
（平成27年4月1日）問52

根拠
○介護保険最新情報　Vol.454平成 27 年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.1）
（平成27年4月1日）問54

根拠
○介護保険最新情報　Vol.454平成 27 年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.1）
（平成27年4月1日）問60

問２
送迎時における居宅内介助等については、複数送迎する場合は、車内に利用者を待たせるこ
とになるので、個別に送迎する場合のみが認められるのか。

（答）

介護保険給付に関するＱ＆Ａ

問３
指定通所介護事業所等の設備を利用した宿泊サービスを利用する場合の送迎減算の考え方
如何。

　宿泊サービスの利用の有無にかかわらず、送迎をしていなければ減算となる。

（答）
個別に送迎する場合のみに限定するものではないが、居宅内介助に要する時間をサービスの
提供時間に含めることを認めるものであることから、他の利用者を送迎時に車内に待たせて行
うことは認められない。

問１
デイサービス等への送り出しなどの送迎時における居宅内介助等について、通所介護事業所
等が対応できない場合は、訪問介護の利用は可能なのか。居宅内介助等が可能な通所介護事
業所等を探す必要があるのか。

（答）

１　通所介護等の居宅内介助については、独居など一人で身の回りの支度ができず、介助が必
要となる場合など個別に必要性を判断の上、居宅サービス計画及び個別サービス計画に位置
付けて実施するものである。
２　現在、訪問介護が行っている通所サービスの送迎前後に行われている介助等について、一
律に通所介護等で対応することを求めているものではない。
例えば、食事介助に引き続き送迎への送り出しを行うなど訪問介護による対応が必要な利用者
までも、通所介護等での対応を求めるものではない。
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介護保険給付に関するＱ＆Ａ

◆通所介護

根拠
○介護保険最新情報　Vol.454平成 27 年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.1）
（平成27年4月1日）問29

根拠
○介護保険最新情報　Vol.471平成 27 年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.2）
（平成27年4月30日）問5

根拠

（答）
中重度者ケア体制加算の算定対象となる看護職員は他の職務と兼務することはできない。この
ため、認知症加算を併算定する場合は、認知症介護に係る研修を修了している者を別に配置
する必要がある。

問６

認知症加算又は中重度者ケア体制加算の算定要件の一つである専従の認知症介護実践者研
修等修了者又は看護職員は、通所介護を行う時間帯を通じて事業所に１名以上配置されてい
れば、複数単位におけるサービス提供を行っている場合でも、それぞれの単位の利用者が加
算の算定対象になるのか。

（答） サービスの提供時間を通じて１名以上配置されていれば、加算の算定対象となる。

○介護保険最新情報　Vol.454平成 27 年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.1）
（平成27年4月1日）問26

（答）

　同一建物減算（94 単位）については、事業所と同一建物に居住する者又は事業所と同一建物
から事業所に通う者について適用するものであるため、当該事案は送迎減算（47単位×２）が
適用される。なお、初日と最終日についても片道の送迎を実施していないことから、送迎減算
（47単位）が適用される。

問４
指定通所介護事業所等の設備を利用した夜間及び深夜の指定通所介護等以外のサービス
（宿泊サービス）を連続して利用する場合に、初日と最終日を除き、行き帰りの送迎を実施しな
いことになるが、送迎減算（47単位×２）と同一建物減算（94単位）のどちらが適用されるのか。

問５
指定通所介護の中重度者ケア体制加算と認知症加算を併算定する場合、認知症介護に係る
研修を修了している看護職員１人を、指定通所介護を行う時間帯を通じて配置すれば、認知症
介護に係る研修を修了している看護職員１人の配置でそれぞれの加算を算定できるのか。
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介護保険給付に関するＱ＆Ａ

◆通所介護

根拠
○介護保険最新情報　Vol.454平成 27 年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.1）
（平成27年4月1日）問46

根拠
○介護保険最新情報　Vol.454平成 27 年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.1）
（平成27年4月1日）問32

根拠

○「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービ
ス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に
要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について」
及びH21.4報酬改定Q&A問67から主治医意見書が妥当

（答）

個別機能訓練計画については、多職種共同で作成する必要がある。
このため、個別機能訓練計画作成に関わる職員であれば、職種に関わらず計画作成や居宅訪
問を行うことができるため、機能訓練指導員以外がこれらを行っても差し支えない。
なお、３月に１回以上、居宅を訪問し、生活状況を確認する者は、毎回必ずしも同一人物で行う
必要はない。

（答）
主治医意見書による可否の判断となる。また、主治医意見書に記載がない場合は、認定調査
票がもとになる。このことから、本件の場合は、算定不可となる。

問８ 主治医意見書ではⅡｂ、認定調査結果ではⅢａについて、認知症加算を算定できるか。

問９

個別機能訓練計画の作成及び居宅での生活状況の確認について、「その他の職種の者」は、
機能訓練指導員、看護職員、介護職員又は生活相談員以外に、どんな職種を想定しているの
か。また、個別機能訓練計画作成者と居宅の訪問者は同一人物でなくてもよいか。さらに、居宅
を訪問する者が毎回変わってしまってもよいのか。

問７ 認知症高齢者の日常生活自立度の確認方法如何。

（答）

１ 認知症高齢者の日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又は主治医意見書
を用いて、居宅サービス計画又は各サービスの計画に記載することとなる。なお、複数の判定
結果がある場合には、最も新しい判定を用いる。
２ 医師の判定が無い場合は、「要介護認定等の実施について」に基づき、認定調査員が記入し
た同通知中「２(4)認定調査員」に規定する「認定調査票」の「認定調査票（基本調査）」７の「認
知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載を用いるものとする。
３ これらについて、介護支援専門員はサービス担当者会議などを通じて、認知症高齢者の日常
生活自立度も含めて情報を共有することとなる。
（注）指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養
管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に
関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12 年3 月1 日老企第36 号厚生省
老人保健福祉局企画課長通知）第二１(7)「「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法に
ついて」の記載を確認すること。
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介護保険給付に関するＱ＆Ａ

◆通所リハビリテーション

根拠
○介護保険最新情報　Vol.471平成 27 年度介護報酬改定に関するQ&A（Vol.2）
（平成27年4月30日）問22

（答）

リハビリテーションマネジメント加算（Ⅰ）は利用者ごとに算定する加算であるため、通所開始日
から起算して1月以内に居宅を訪問した利用者について算定可能である。

※平成24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ(Vol.1)（平成24年3月16日）問78を一部修正した。

問１０
全ての新規利用者について利用者の居宅を訪問していないとリハビリテーションマネジメント加
算(Ⅰ)は算定できないのか。
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